　　　　　　　　　　　所有者不明土地について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１９．２
１　所有者不明の農地
（1） 所有者不明農地の状況
1 相続未登記農地　４７．７万ｈａ（２０１６年）
2 相続未登記のおそれのある農地（転出・生死不明等）　４５．８万ｈａ
3 計　９３．４万ｈａ（農地の２０．８％）
ただし、ほとんどは固定資産税を納付
4 うち遊休農地　５．４万ｈａ（①２．７万ｈａ、②２．７万ｈａ）

（2） ２０１３年改正　－農業経営基盤強化促進法の一部改正
　・所有者不明農地で遊休農地の場合
1 農業委員会による公示を経て、②知事の裁定で、③農地中間管理機構が利用権を設定
　・相続未登記の共有農地である場合
1 過半の所有者が知られていれば、通常の手続き（５年以下の利用権設定）
2 過半の所有者が知られていなければ、上記の所有者不明土地の手続き。

（3） ２０１８年５月改正（２０１８年１１月施行）
　・共有持ち分の過半を有する者の同意で、２０年以下の利用権を設定（延長）
　・共有者不明農地の場合
1 市町村長は農業委員会に不確知共有者の探索を要請。
2 その上でも確知できないとき、
農業委員会は知られている共有者の同意を得て、農地中間管理機構への利用集積計画を公示。６か月以内に異議がなければ同意とみなす。

２　不明共有者のいる森林　－２０１８年森林法改正（２０１９年４月施行予定）
　・森林は、立木及び土地の２つについての所有権が存在。
　・共有林の持分移転に関する裁定制度
1 共有者の申請により市町村長が広告
2 知事の裁定により、・不確知者の立木所有権を移転
　　　　　　　　 ・不確知者の土地持分につき使用権を設定

３　一般の所有者不明土地　―国土交通省所管
「所有者不明土地の利用の円滑化に関する特別措置法」（２０１６年６月１３日。２０１９年施行予定）
（1） 相当な努力が払われたものとして探索を行ってもなお所有者の全部又は一部を確知できない土地がある場合
1 地域福利増進事業（公共目的の事業）の実施者は、知事の裁定を受けて土地使用権を取得。存続期間１０年。
2 土地収用事業では、収用・使用に関する特例ができる。
（2） その他の規定　－①相続登記の義務化、②登記制度の見直し、③土地情報基盤の整備など。

4　法務省
（１）「登記制度・土地所有権等の在り方等に関する研究会」（２０１８．９．１２）
1 第１案：法定相続分による所有者移転登記がされた後に遺産分割等が行われた場合、事前の登記は錯誤として訂正できる。
2 第２案：共有物の管理権者は、共有者の持分の価値の過半数で選任することができる。－管理権者の選任制度
（3） 通常国会提出予定の法案
1 裁判所の手続きで、所有者不明土地の管理者を指定。
2 登記所の登記官に調査権限。所有者等探索委員を設置。
（4） 法制審議会へ諮問（２月１４日予定）
[bookmark: _GoBack]　・２０２０年臨時国会での民法・不動産登記法改正を目指す。
1 相続登記の義務化、制裁金
2 遺産分割の期限を設定　－５年又は１０年
3 一定条件下で、土地所有権の放棄を認める
4 共有地の購入　－不確知者には広告

５　所有者不明土地問題研究会（一財・国土計画協会、増田寛也座長）
　・２０１６．６～検討。２０１９．１．２５提言
　・所有者不明土地　２０１６年４１０万ｈａ。経済損失１８００億円/年。
　　　　　　　　　　２０４０年見込み７２０万ｈａ。
　・地域に２組織を新設
1 土地の所有者と購入希望者のマッチングを行う組織
2 利用が難しい土地を管理する組織
　・公的機関・ＮＰＯ等公益性のある団体が業務を行う。
　・このほか、土地基本情報総合整備（現代版検地）を提言。


６　その他
（1） 農業用ため池法案　－今通常国会に提出予定
　・２０１８年西日本豪雨で２府４県３２か所決壊。全国２万か所。７割が江戸時代からのもの。
1 所有者（又は管理者）に県への届出を義務付け。
2 特定農業用ため池を指定。形状変更を制限。
　・都道府県による防災工事の執行命令・代執行
　・所有者不明ため池を市町村が管理
　
（２）国土交通省「国土審議会土地政策分科会特別部会」（２０１７．８～）
―２０１９年２～３月に制度改正の具体的な方向性を取りまとめる予定。
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